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1 本調査の概要と背景 

 本調査業務（以下、本調査）は、南アフリカ共和国（以下、南ア国）の小規模野菜農

家を対象に、栽培技術の向上と事業化支援を通じて、生産性の向上と営農育成を図るこ

とを目的とした研修事業の事業化に向けて、その枠組みと実現性可能性を検討する業務

である。本調査は、国際協力機構（JICA）が実施する「協力準備調査（BOP ビジネス

連携促進）」の 2012 年第 1 回公示の案件として株式会社サカタのタネ（以下、サカタ社）

及び特定非営利活動法人プラネットファイナンスジャパン（以下、PFJ）に委託され、

2013 年 4 月より約 2 年間をかけて実施された。 

 南ア国では 1994 年のネルソン・マンデラ政権の樹立以降、アパルトヘイト政策によ

り生まれた白人と黒人間の社会的・経済的な格差をなくす為、政府は土地改革に力を入

れてきた。ここでは、白人が占有してきた土地を本来の土地の所有者や部族に返還する

事業や、就農を希望する黒人に対して土地購入資金を補助する土地の再分配事業などが

実施されている。その結果、農村を中心に自ら土地を得て自営農家となる黒人が生まれ

ている。94 年以降、政府の主要政策として取り組んできた結果、現在、黒人農家人口は

300 万-400 万人と言われる程になっている。ただし、従来農業労働者として農業生産に

携わってきた黒人農家は、生産ノウハウや自営農としての経営ノウハウを持ち合わせて

おらず、収入獲得を目的とした商業生産に携わる例は限られている。実際には黒人農家

人口の 9 割は自給自足を営む零細農家である。 

 サカタ社は自社の野菜栽培のノウハウを活用して、積極的に小規模農家の育成に関わ

り、小規模農家の商業生産を支援する事を目的とした「サカタ・ベジタブル・インステ

ィテュート（SVI）」の設立を検討している。SVI は、生産指導や農業経営などの研修プ

ログラムを小規模農家に向けて実施する研修機関である。 

2 サカタ社の南アフリカ及びサブサハラにおける事業展開 

 サカタ社は 1999 年に南ア国の老舗種苗会社である「メイフォード社」を買収し、「サ

カタ・シード・サザンアフリカ（以下、サカタ南ア社）」と改組した。同社は南ア国を中

心にサブサハラ市場に向けた野菜や花の種子の販売及びアフリカの自然環境に適した種

子の研究開発を手がけている。南ア市場においてはキャベツやトマト、ブロッコリー、

ホウレンソウなど野菜種子を販売しており、顧客の大半は大規模白人農家である。大規

模農家向けの販売はサカタ南ア社の売上の 70%以上を占めており、残りの 30%はリテー

ル向け種子やサブサハラ周辺国への供給である。 

 小規模農家は未だ生産技術や事業性の面で遅れをとっており、サカタのタネが供給す

る高品質の種子の顧客としては依然対象とならないが、将来的にこれらの小規模農家が

農業市場のプレイヤーの一角を担う可能性があることを見据えた長期的な育成と顧客開

拓として本事業を位置づけている。 

 

3 既存情報の収集・現況調査 

3.1 農業セクター概況（農作物流通市場に関する調査） 

 農業バリューチェーンにおける主要な項目には、資材、生産、加工、流通（小売・卸

売）がある。 

 南ア国の小売市場は、都市部を中心にスーパーマーケットなどで販売される商業流通

市場と、ホームランドを中心とした農村の地場流通市場の 2 つに大きく分かれる。商業

流通部分では、主要スーパーマーケット運営会社の 6 社（Shoprite、Pick ‟n Pay、Spar、

Massmart、Metcash、Woolworths）が流通市場の 60%以上を握っている。同国には公

営の生鮮卸流通市場も存在するが、スーパーマーケットが公営の流通市場から調達する

のは、全体の 10%以下である。地場流通市場は、同国の食品市場の流通額の 32-45%を

占めている。これらは主にインフォーマルな個人経営の雑貨店、道端で露天販売をする

店舗などが中心である。それ以外の生産物は主に食品加工分野に提供される。国内で生

産された農作物の 70%程度が食品加工部門に流れている。食品加工部門も流通部門と同

様、特定の大企業が市場の殆どを占めている。 
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 農業生産は大規模商業農家群と、主に農村地帯の小規模農家群の 2 つに大きく分かれ

る。統計で算出されている同国の農業事業者数は、約 48,000 人程度である。これらは

殆どが商業生産を行う中規模、大規模の農家である。これらの農家も近年、土地改革や

職業転換、廃業などの影響で減尐傾向にある。小規模農家は、自給農家が 200 万〜250

万人、商業農家が 20〜25 万人と言われている。 

 

3.2 小規模農家育成のグットプラクティスの調査（小規模農家と黒人優遇政策） 
a). 政府の政策・取り組み 

1994 年以後の南ア国の農業政策は、それ以前に実施されていた価格統制や、優遇的な

農業組合の振興などは全て排除され、保護的な農業政策から自由競争的な政策方針に置

き換わった。同時に、土地改革を初めとした黒人農家の育成に対しては手厚い補助を行

い、黒人農家を増やし、これらの農家が零細農業から脱出し、早く商業市場に参加でき

るよう様々な支援策を実施している。 

 2010 年にズマ政権が発表した「新成長戦略フレームワーク（The New Growth Path: 

The Framework）1」の中の重点分野として、農業振興を通じた雇用創出の促進が第一

に掲げられている。その内容は、新興小規模農家の創出・育成政策を通じて 2020 年ま

でに 30 万世帯の一次生産者を創出、農業加工分野で 14 万 5000 人の雇用機会を創出、

また 66 万人の農業従事者の雇用環境の改善を達成する事を目標としている。 

 今後、政府は積極的に農業セクター振興に予算を配分し、土地改革の推進や新興農家

の育成、加工部門などの強化を主導すると考えられる。 

 

b). BEE 政策と民間企業の取り組み 

 南ア国では、アパルトヘイトによって生まれた格差是正に向けて、貿易産業大臣

(Minister of Trade and Industry)が定める Codes of Good Practice によって、2003 年

に 「 広 範 囲 な 黒 人 の 経 済 的 権 利 向 上 法 （ Broad-Based Black Economic 

Empowerment：BB-BEE 法）」が制定された。これは、民間企業や行政機関に対し、企

業の株式所有や経営参画、職能向上や雇用、市場参加といった経済面での黒人優遇を推

進することを義務づけたものである。BEE におけるガイドラインである「BEE 綱領」

の下で、BEE の遵守度合いをスコアリングし、スコアが一定以上の企業に対して政府調

達の門戸を開く、または認可や免許の交付を行うなどの方法により企業に遵守を求めた。 

 農業セクターでは、農林水産省が 2004 年に「AgriBEE フレームワーク」を発表し、

2008 年に AgriBEE 憲章（AgriBEE Charter）が制定された。AgriBEE 憲章は、農業

セクターにおける BB-BEE を推進し、農業バリューチェーンの様々な段階において黒人

や黒人企業の参加の促進をすることを目的に、独自に AgriBEE スコアカードを制定し、

農産物の生産、加工、流通に従事する企業及び農業関連企業に向けて財やサービスを提

供する企業に対して遵守を求めた。表 3.1 が AgriBEE のスコアカードである。 
表 3.1：AgriBEE スコアリングの基準 

 内容 目標値 

企業の所有 黒人による企業の株式所有の推進 全議決件数の 25% 

土地の所有 黒人に対する商業農地の移転 保有土地の 30% 

経営の支配 役員会の議決権および役員に占める黒人割合の上昇 役員会議決権の 50.1% 

 

雇用均等 管理職に配置する黒人割合の増加 黒人比率を上級管理職-60%、職員-

70% 

技能開発 従業員の技能開発に一定の予算配分 従業員給与総額の 2% 

優先的な調達 黒人企業からの調達割合の増加 企業の調達総額の 50% 

事業開発 黒人企業や零細企業への投融資、技術移転 税引前利益の 3% 

社会経済開発 社会経済開発に対する企業の資金供出 税引前利益の 1% 

(出所：筆者作成) 

 金融セクターでも、南ア国の銀行が中心となり金融セクター憲章委員会（Financial 

Sector Charter Council）が設置され、金融セクターにおける憲章を設置している。

2003 年に発効された金融セクター憲章は法的な制約はないものの、金融セクター内での

目標として BEE 遵守の方針が取り決められている。 

                                            
1 Government of South Africa. The New Growth Path: The Framework. 

http://www.info.gov.za/view/DownloadFileAction?id=135748 (Accessed April 17, 2012) 

http://www.info.gov.za/view/DownloadFileAction?id=135748
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 2013 年に改訂された金融セクター憲章では、2017 年まで金融セクター全体で追加的

に 970 億ランドの黒人向け投融資を実施することが取り決められた。これが達成されれ

ば 2004 年〜2017 年までの金融セクターによる黒人向け投融資は 3000 億ランドになる

ということである。 

 

c).BEE 制度の改正 

前述のように、BEE 法は貿易産業大臣(Minister of Trade and Industry)が定める 

Codes of Good Practice によって、2003 年に制定された。尚、産業分野別の基準(sector 

code)も存在する。 
Codes of Good Practice は、BEE 施行のためのスコア評価のガイドラインを定めるも

ので 2007 年 2 月に公示されたが、通産省により 2013 年 10 月に改訂版が公式に発表さ

れた。2013 年 10 月より 2015 年 4 月末までは移行準備期間である為、旧コードの選択

は各企業に委ねられているが、2015 年 5 月 1 日付で新コードへの適用となる。 

従来は 100 点満点だったが、109 点へと変更され、7 つの要素も 5 つへと整理された。

新コードの要素ならびに配点は次のとおり。 

表 3.2 新 BEE コード 
要素 ポイント 

所有権 25  

経営支配(雇用創出均等を含む) 19 

技能開発 20(ボーナスポイント 5 点)  

事業者開発及び供給者開発 40(ボーナスポイント 4 点) 

社会経済開発 5  

合計 109 (※最大ボーナスを含め 118 点) 

(出所：筆者作成) 

新コードでは、所有権、技能開発そして事業者及び供給者開発を重要な要素と定めて

いる。新たな事業者及び供給者開発では、旧コードの優先的な調達と事業開発が併合し、

更には事業開発の項目が事業者開発と供給者開発に分類された。 

 

下記の図が示すように、供給者開発のスコアを得る為には年間の税引き後純利益の

2％を供給者の開発(supplier development)に関わるものへ（更には、サプライチェーン

に係る 3 年間の契約も条件）、また事業者開発のスコアを得る為には年間の税引き後純

利益の 1％を事業者の開発(enterprise development)につながる支援やセクター特有の取

組みへと還元しなければならない。 

表 3.3：事業者開発及び供給者開発の詳細 

 
 

4 市場調査及び新興農家の生産指導/農業経営トレーニングニーズ調査 

既存の研修に係る市場調査および対象農家における知識レベルの現況と研修ニーズ調

査をもとに、下記の通り、SVI パイロット事業のモデル案を作成した。 

 
初期ビジネスモデル案の作成（パイロット事業の想定モデル） 

パイロット事業では、SVI モデルの事業可能性を検証するために「育成指導」「バリュ

ーチェーン構築」の 2 つのコンポーネントを柱に小規模農家を対象にプログラムを実施

することとした。各コンポーネントの概要は、以下表 4.1 の通りである。 

表 4.1：パイロット事業の活動コンポーネント 
コンポーネント 活動 

育成指導 ① 主要な野菜の生産方法に関する指導 

② ビジネス／金融リテラシーに関する研修指導 

バリューチェーン構築 ③ 小売／食品加工会社との連携を通じたマーケットアクセス促進 

④ 金融機関とのパートナーシップによる金融アクセス促進 

 



 4 

 本プログラム自体は収益の最大化を図る事を目的とはしないが、継続したサービスの

提供を考慮して、プログラム単体で財務的に自立して運営がなされることを想定した。

従って、パイロット事業において収入源となる先として、以下を想定した。 

(ア) 参加する研修受講生からの受講料の徴収 

(イ) 連携するパートナー金融機関からの指導委託費 

(ウ) 政府機関、開発機関等の農業指導、技術指導プロジェクト委託費 

 上記の想定される収入源を組み合わせて、（ア）の小規模農家からの徴収額はなるべく

抑えた形にすることが望ましいと考えられた。ただし、常に無償提供になってしまうと、

農民の参加意識が下がる可能性があるため、参加意識の向上のために一部のコスト負担

を求めることは必要との認識とした。また、パイロット事業の当初数回は研修指導の内

容をテストするために無償提供する可能性も検討した。 

 

 また、本事業で対象とする BOP 層については、以下の通り位置づけた。1)既に野菜

農業に従事している、2)約 2 ヘクタールから 10 ヘクタールの農地を持つ者（グループの

場合はさらに大きい）、但し最低 5 ヘクタールが理想、3)何らかの灌漑施設を持つこと、

4)既に生産物の一部を小売会社に販売したり Fresh produce market に納品している、

という条件を基本的に満たすセミ・コマーシャル小規模野菜農家とした。但し、各サイ

トでの様々な事情により、若干の例外はあり得ることとした。 

さらに、本事業の上記 BOP 層に対する裨益効果としては、下記の通り考える。上記

対象者は、既存の大規模な農業者と比較して営農規模が小規模であることから、単位面

積当たりの収益性を高めるため生産費を効率的に圧縮する一方で付加価値の高い生産物

を生産する必要がある。その為には多収性、耐病性、耐候性を具備する優秀な F1 品種

を生産財として使用することで生産の安定性を高めると同時に、投入する生産コストに

見合うよう消費者や販売者に訴求する高い売価を得るためのスキルの提供が必要である。

その意味で SVI 事業の研修は裨益効果があり、また研修に加えてもう一つの事業の柱で

あるバリューチェーン構築によっても、対象者の所得向上につなげる意味で裨益効果が

あるものと考える。 

 

5 パートナー候補の情報収集・連携及びパイロットモデルの確定 

a) 省庁・政府機関 
   省庁・政府機関とのパートナーシップは、農業普及員を通じた指導育成(Training of 

Trainers; TOT)を実施する目的で主に DAFF との連携協議を進めていた。DAFF とは主

に特定の地域において、同省の農業普及員に対して SVI が指導を実施し、その指導を対

象農家に広げつつ、SVI が主導して金融機関や小売業者に農家の金融サービスや生産物

の購入を進めることを予定し、MOU 締結を目指した。しかし 2013 年 9 月、連携に向け

た正式なプロポーザルを提出し同省の担当次官の承認を待ったが、その後、担当次官の

交代があり動きが見られない状態となった。その後、2014 年 4 月時点で引き続き動きが

なかった為、在日南アフリカ大使館を通してプロポーザルを提出することを目指し、担

当者からのフィードバックを待っていたが、本調査期間が限られていることに鑑み

DAFF との連携協議を進めることは一旦中止とした。また DAFF には、市場の全体像を

把握する為に、小規模農家のデータベースの共有を依頼し、これについてはある程度の

共有は受けたものの、そもそも十分なデータは存在しないとのことだった。これは、南

ア国において小規模野菜農家の詳細で正確なデータを取得することの困難さを表してい

る。 

 また、SEDA は一部の地域で農業組合を対象に支援を実施しており、その農家への研

修指導の提供者として SVI が指導を提供する可能性を模索した。SEDA の支援する農業

組合には野菜生産に従事する農家の件数は尐ない中、2013 年 11 月末に実施された

Technoserve とのノースウエスト州における第一回パイロット研修フェーズ 1 において

3 名の農家を参加者として紹介してもらった。このフェーズ 1 での高評価を受け、

SEDA からフォローアップ研修やフェーズ 2 への強い要請を受けることができ、以降、
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研修に関する費用として SEDA は研修場所代やランチ等ケータリングサービス料を負担

している。 

さらに、東ケープ州地方開発機構（以下 ECRDA）については、2014 年 2 月に JICA

が横浜で開催した「アフリカ・女性起業家支援セミナー」で、総括田﨑が、本機構理事

である Ms. Kali 女史から同地域へプロジェクト招致要請を受けた。 その後継続してパ

イロット実施にむけ南ア現地チーム側でも協議・調整を続け、東ケープ州マササ地域周

辺の農家に対しての研修を実施する運びとなった。 

その他協議を進めたものの連携構築にまでは至らなかった政府機関を含め、以下の表

にまとめる。 
図 5.1：政府機関との議論 

 

 

 
b). NGO／その他研修受け入れ窓口 
 NGO との連携は、既に小規模農家向けの指導や支援を実施している団体で現地に指

導員や普及員を雇用している NGO に対して、SVI が生産指導やビジネス指導を行う事

を通じて NGO の指導員の育成をする TOT 手法を当初予定していた。この連携により、

SVI が NGO から研修指導料を徴収したり、小規模農家などへのアクセスを広げる事が

想定であった。 

 様々な企業の支援を受けて農業経営の指導を行っている Technoserve については、パ

イロット事業実施で合意し、2013 年 9 月に実験的なミニパイロットとして、農業経営を

支援している Junior Business Advisor（現地普及員）に対して野菜生産の指導と会計指

導を実施した。その後、Technoserve との議論を通して、現地普及員の数が非常に尐な

いほか地域により使用言語も異なることから、尐なくとも本調査期間中は小規模農家に

直接研修を提供する Direct Training の手法で、研修受け入れ窓口として連携を続ける

こととした。 

 また、鉱山の周辺コミュニティの地域開発を行う Food and Trees for Africa(FTFA)や

Massmart の支援を受けて農業開発を行う LIMA などとも可能性を模索してきた。

FTFA では、一地域で研修を実施したものの、LIMA については、2014 年 1 月にノース

ウエスト州ジョジーニで農家調査を実施したが SVI のターゲットとする農家よりもプロ

ファイルレベルが低く、その他候補サイトでの議論も進まなかった為に議論を停止した。 

 その他協議を実施した組織を含め、以下にまとめる。 

 

図 5.2：NGO との議論 

政府機関との議論： SEDA, ECRDAとはパイロット実施で連携。DAFF は、特定の地域（モディモレ、ヌワネディ)

においては、地方局が研修受け入れ窓口として連携。 
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c). 小売／食品加工会社 

 主要な小売会社は、ヒアリングを実施した結果、ほぼ全ての会社で、会社が定める品

質基準やボリュームを満たすようであれば、小規模農家からも調達の意向を持つことが

わかった。各小売会社で様々な新興農家支援プログラムを実施しており、各会社と議論

を進めてきた。しかし、当初予定していた、SVI 研修を受講することにより生産量・質

の向上を促進し、それにより小売・食品会社からの買取契約に結び付けるということは、

短期間での本調査の間に可能な生産量・質の飛躍的な向上に限度があることから、事業

開始後に引き続き協議していくこととなった。  

小売/食品会社の中で最もパートナー構築に積極的であったのは、Massmart である。

Massmart は、様々なサイトにて新興農家支援プロジェクトを実施し、農業資材等のイ

ンプット支援をした上で対象作物の収穫後に同企業に供給するという契約を、農家と締

結している。買取契約のない農家を Massmart に結び付けるというスキームではないが、

同企業が、当該新興農家支援プロジェクトにおける生産物の質的・量的向上を求めてい

たことから、リンポポ州ヌワネディにて、DAFF の地方局と共にパイロットを実施した。

その他のサイトについても、本調査開始時より協議を重ねたが、SVI の対象とする地域

や農家規模、実施時期などの条件と異なることから、本調査期間中は連携が見込めなか

った。 

生鮮加工食品会社である In2Food は、パートナー連携議論の初期段階より SVI に関

心をよせており、研修実施後に品質基準をクリアできた生産物があれば買取りしたいと

の意向であった。パイロット実施期間後半にも、ホウレン草（冷凍）とバターナットを

週ベースで買取る意思が未だ変わっていないとの連絡があったが、パイロット実施の短

期間では In2Food の求める質的・量的条件に合う生産物が十分でなく、また、冷蔵・冷

凍車の準備もなかった。従って、それらの目途が立ち次第、事業化後に交渉を再開する

こととなった。 

一方で、一時的に前向きに議論が進んでいた Pick‟n Pay 等は、ターゲットの相違など

を理由に MOU 締結段階で議論が深まらず、本調査期間中の連携は見送りとした。但し、

地域によっては SVI の支援農家が既に同社へ生産物の納品を行っている為、事業化後、

買取条件を満たす農家が一定数存在した地域では、当該農家グループと同社とのリンケ

ージを進める予定である。 

図 5.3：小売会社との議論 

 

NGO・その他研修受け入れ窓口：Technoserve は、最も強力なパートナーとして 2 サイトでパイロット実施し、研修

費用を一部負担。FTFAともパートナー連携をし研修費用を一部負担の上パイロット実施。 

小売会社との議論：Massmart とは、リンポポ州ヌワネディにて DAFF 地方局と共にパイロットを実施。  
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d). 金融機関（民間・政府系） 

 民間金融機関については、大手の金融機関全てで小規模農家向けの融資プログラムを

実施しているが、近年返済率の悪化などの要因により縮小気味であり、パイロット実施

期間中にも状況の目覚しい変化は見られなかった。その中でも First National 

Bank(FNB)は、DAFF と共同で小規模農家向け融資プログラムの実施を計画したり、

SEFA との契約に向け調整を行う等、小規模農家向け融資に積極的である。DAFF との

計画は最終的に中止となり予定融資枠がなくなった為に SVI との連携も本調査期間中は

見送りとなったが、FNB は返済率を向上させる方法として、SVI との連携に引き続き関

心を示している。ただ、金融機関からみたより現実的な融資の方法として、SVI 農家へ

の直接融資ではなく、既に実績のある Technoserve などに対し融資をし、それらのパー

トナー団体が農家に現物支援を行うバリューチェーン・ファイナンスの手法につき議論

をし、予算が確保でき次第前向きに検討するという旨の回答を得た。また、融資保証機

関を付けた場合には小規模農家への直接融資が可能なのかも含め、事業化後に議論をす

る予定である。 

 なお、政府系金融機関も様々な機関が小規模農家向けの融資を行っているが、いずれ

も SVI との連携への関心は高くなく、本調査期間中の連携は見送った。 

 

図 5.4：民間金融機関との議論 

 民間金融機関との議論：FNB が唯一有力な連携候補先だったが、先方の予算目途が立たない為本調査期間中の連携は見送り。 
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図 5.5：政府系金融機関との議論 

 

 

 
e). インプット（肥料、農薬） 

当初、肥料や農薬については、SVI の生産指導員による基礎的な内容の提供を予定し

ていた。しかし、2013 年 9 月のミニパイロット研修後、生産指導を担当した SVI 指導

員から、肥料や農薬については、それぞれの専門会社の担当者を招き、ローカルコンデ

ィションに合った具体的な製品に言及した講義をできれば、一層農家にとって有益とな

るだろうとのレビューがなされた。そこで、肥料会社の Omnia と農薬会社の Bayer に

再度アプローチし、講義をしてもらうことで合意を得た。 

そこで、パイロット研修のフェーズ 2（後記 6.1 参照）の一環として、Bayer からは

農薬について、また、Omnia からは肥料や土壌についての講義を実施してもらった。か

かる課題としては、派遣されるスタッフによっては講義内容にばらつきが見られた為、

事前に TOR の中で研修内容について詳細に打合せを行うことが重要とされた。 

 

図 5.6：インプット会社(肥料・農薬)との議論 

 

 

 

政府機関系金融機関との議論：相手側の連携意欲が薄く、いずれの機関共に連携する可能性は低かった為、情報共有にと

どまり、連携は見送り。 

インプット：肥料会社の Omnia と農薬会社の Bayer は、フェーズ２において、それぞれ肥料、農薬に関する研修を提供して

もらうことで合意・連携。 
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６パイロット事業の実施準備及び実施 

6.1 パイロット事業の実施準備（モジュール作成） 

a) 生産技術指導プログラム・農業経営指導と金融リテラシー教育プログラムの、研修

モジュール作成 
Technoserve とのミニパイロット事業の実施について（育成指導） 

 2013 年 8 月下旪より生産指導及びビジネス指導研修の資料作成に取り組んだが、研修

内容の検討の一環として、2013 年 9 月、Technoserve の Junior Business Advisor （現

地普及員）に対して SVI の生産指導及びビジネス指導研修を実施した。研修は 2 日間

(生産指導、ビジネス指導とも各１日)に渡り、リンポポ州、ムプマランガ州、クワズー

ルーナタル州、ノースウエスト州、東ケープ州 等で主に小規模農家（自給自足系小規模

農家、バリューチェーンとの結びつきが弱い商業系小規模農家）の指導をしている現地

普及員 11 名が参加した。 

1 日目の生産指導では、作物ごとに異なる留意点をはじめ、栽培のノウハウを伝えた。

また、土壌づくりや気候に合わせた収穫時期の設定、作物ごとによく見られる病気の種

類や対処法、肥料の種類や効果的な使用量・回数、といった生産における具体的な内容

から、年間を通じての市場の平均価格や、作物の買取価格を決める重要な要素の見極め

方、生産物に合わせた売り先の選び方など、作物栽培のみならず、収穫後の出荷・納品

を含めた包括的なサポートを目的とした。 

 2 日目のビジネス指導研修では、予算管理・記帳の方法とファシリテーションについ

て指導を行った。予算管理・記帳に関しては、収入と支出を固定費・流動費に切り分け

予算を把握したのち、人件費や土地代、電気・水、ローンの支払いなど各項目にかかる

費用を洗い出す作業を行った。記帳に関しては、店から発行されるレシートや銀行から

の明細書、融資の契約書、保険契約書、雇用契約書などを活用しながら、週ごとの損益

計算書を把握できるようトレーニングを実施した。小規模農家でとりわけ課題となる、

農業を一つのビジネスと捉え家計と切り分けて管理するという視点についても、混同さ

れるケースが多い為、研修の中で紹介した。 

 研修後のアンケートでは、生産指導及びビジネス指導研修で取り扱った全ての項目に

関して、参加者のほぼ全員が知識レベルの向上を強く感じていた。 

Technoserve との SVI サイト外での研修事業の実施について（プレパイロット） 
前記 5.2 のように、ミニパイロット以後の Technoserve との協議で、研修手法として

は TOT ではなく Direct Training 手法に切替えることとしたが、ミニパイロットでの

SVI 研修への高評価から他の 4 地域（Mpumalanga 州 Badplaa、Mpumalanga 州 

Nkhomazi、KZN 州 Midlands、KZN 州 Vuhlamehlo – Port Shepstone）での Direct 

Training 研修の要請を同団体から受けた。この 4 地域は、本調査で候補地としたサイト

ではなかった為、あくまで研修手法や研修教材に関する評価を受けることで SVI 研修の

モジュール開発に生かす為に行われ、本調査とは分けて実施された。当該 4 地域での研

修事業は、全般的な評価は高かったものの、研修内容、特に生産指導のレベルが、セミ

コマーシャル小規模農家にとっては若干低かったという点がわかった。その後、生産指

導の教材について大幅に改訂した。具体的には、野菜の種類ごとに、野菜の特徴、生産

に適した時期、肥料、農薬等について詳細まで踏み込んだ内容とし、各野菜につき約 2

時間の講義内容とした。また、ビジネス指導に関しても、簡単な会計だけではなく、肥
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料や農薬などの農業資材を購入する為の資金繰りに関するアドバイスも含めた。更に、

農業サイクルに合わせた会計指導に留意した内容に改訂した。 

研修モジュールの作成 
 前記のミニパイロットやプレパイロット研修での評価をもとに、SVI パイロット研修

におけるモジュール案を策定した。研修フローとしては、一つのサイトで、フェーズ 1

（トレーニング 1）として 3 日間の講習（生産指導及びビジネス指導）を提供後、1 か

月後にフォローアップとして 1 日農場へ見学に行き、講習内容がいかされているかを検

証すると共に実地で助言を行うこととする。更に、1 か月後に同農家に対してフェーズ

2（トレーニング 2）として 3 日間の講習を提供、その 1 か月後に 1 日間の農場でのフォ

ローアップ研修を行う。なお、フェーズ 2 の中では、特にニーズの高かった肥料や農薬

について、各企業から専門家を派遣して知識の提供を行うと共に、小規模農家が当該業

者に直接アクセスできる機会を提供する。 

 

6.2 パイロット研修の実施 

 本調査開始時は、サカタ南ア社が位置するハウテン州ランゼリアにて同州の新興農家

に向けて実証的な研修指導を行いながら研修指導員を育成し、その後、研修指導員をノ

ースウエスト州、リンポポ州に派遣して研修指導員の育成を図る予定であった。しかし、

前記のように、調査の初期段階では、研修受け入れ窓口となる政府機関もしくは NGO、

バリューチェーン構築のための小売会社もしくは食品加工会社、更に農家の金融アクセ

ス改善の為の金融機関の、3 社からパートナー連携合意を得られたパイロットサイトは

無かった。従って、パートナーシップ構築に係る議論に当初の予定より大幅に時間がか

かる中で、ハウテン州ランゼリアに限らず、研修窓口パートナーが確定したサイトから

順次パイロット研修を始めていくこととなった。具体的には、2013 年 11 月下旪にノー

スウエスト州にて第一回パイロット研修を開始し、その後さらに 5 サイトで 2014 年 12

月までパイロットを実施した。以下、サイトごとにまとめる。 

 

a) ノースウエスト州ボジャナラ 

ボジャナラでのパイロット研修は、NGO である Technoserve、政府組織である

SEDA と連携して行われた。Technoserve とは、前述の通り、2013 年 9 月にミニパイロ

ット、その後 11 月にもプレパイロット事業が実施され、SVI の提供する研修サービス

に対し高い評価がなされたおかげで、当該サイトでの研修事業実施が決定された。最も

早く SVI パイロット研修事業が実施されたサイトであり、フェーズ 1 研修、フォローア

ップ 1、フェーズ 2 研修、フォローアップ 2 の全てのフローを完了している。以下、研

修フロー別にまとめる。 

 

■フェーズ１ 

Technoserve が研修受入窓口として研修全体のアレンジ等を行い、同組織が支援する

9 名の小規模野菜農家と、同地域で活動する SEDA からの 3 名を対象に、2013 年 12 月

3 日から 5 日まで 3 日間実施された。なお、研修費用の約半額を研修委託料として

Technoserve が支払う形で行われた。全額負担ではないものの、教材の印刷代や研修会

場のコスト等を徴収できたことから、パイロット事業の大きな一歩となった。 

 

研修受講者のプロファイルとしては、12 名の受講者のうち、7 名が女性、5 名が男性

であり、91％以上が英語でのコミュニケーション能力に問題ないとの回答であった。な

お、負担可能な研修料に関しては、12 名中 5 名が具体的に可能な金額を提示し、その平

均は 940 ランド（日本円で約 9,400 円） であった。しかし、7 名が負担不可能と回答し

た為、全体の平均は約 392 ランド（日本円で約 3920 円）であった。調査の中で示され

た農家が直面している困難としては、害虫対策、資金繰り、マーケットアクセスなどが

挙げられ、SVI 研修によって改善が見込まれた。また、バリューチェーンに関しては、

12 名中 2 名のみが、生産物について小売業者と買取契約をしており、残りの 10 名は

bakkie（小型バン、バーキー車） や hawker（個人露店）が売り先となっていた。 
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 また、このボジャナラでのフェーズ 1 研修後、パイロット事業開始当初は、研修内容

の構成につき、作物ごとの研修を 2 日、ビジネス指導を 1 日としていたが、1 つ 1 つの

内容が詳細かつ集中力を要するということを再認識した。従って、以後の他のサイトに

おける研修時より、生産指導とビジネス指導を織り交ぜ 3 日間にわたり実施する形に変

更した。また、事前調査の結果、テキスト形式よりも視覚的な形式を好む人が多いこと

から、プレゼンテーション資料には、図や写真などを多用し、よりイメージしやすいよ

う配慮した。 

また、若干名ではあるが、生産・ビジネスにおいて研修内容の一部の理解が困難な農

家も見られたので、各サイトでの農家グループのレベルに合わせて、研修内容をさらに

テーラーメードすることとした。例えば、肥料や水の適量を説明する際、1ℓ に対して何

グラムというような説明では短時間での把握が難しい様子であったが、ペットボトルの

蓋や重さなど身近な例を使用することで概念として受け入れやすいようであったことか

ら、こうした手法も以後取り入れることとした。さらに、受講中の個々人の反応を見な

がら適宜詳細な説明を加えることにより、対応していくこととした。 

さらに、SVI パイロット研修第一弾であるボジャナラでのフェーズ 1 研修を通して、

各農家の農業事業の周辺情報をさらに詳しく把握することの大切さに気付いた。従って、

マーケットへのアクセス状況の詳細や、インプットと呼ばれる農薬や肥料・苗木の業者

の有無、家計と事業の支出入などの詳細情報を、事前ベースラインサーベイの項目とし

て追加し、以後のパイロットサイト（後記のモディモレ以後）で生かした。 

 
■フォローアップ１ 

フェーズ１の後のフォローアップ 1 については、2014 年 5 月 9 日に実施され、研修

参加者の農場への視察訪問の中で適宜助言を行った。 

フォローアップ訪問では、生産自体と栽培方法について、目に見えた効果が出ている

ことも多かった。肥料の回数が尐なく野菜が病気にかかっていたり、複数種類の野菜を

一か所で栽培していたり、土地所有者の意向から農業地に砂を混ぜていたりと、問題が

残っている農家もいたが、一方で、うね立てを使用して水はけを良くしたり、品種や作

付時期を適切に選べるようになっている者も多かった。しかし、ビジネス研修の効果と

しては、会計記帳において改善が見受けられたものの、未だ、事業と家計の収支を混同

していた為、フェーズ 2 の中で更なる研修内容の定着・改善を目指し、ビジネス研修の

レビューを実施することとなった。また、フェーズ 1 の受講者の中でも生産知識とビジ

ネス知識のレベルが相対的に低かった SEDA の紹介による受講者からは、フォローアッ

プのため是非トレーニングを継続して欲しいという意見が出た。これは、小規模野菜農

家のターゲットを絞っているとはいえ、受講者グループ 10-15 名の中で研修参加前の知

識レベルの差があるために、知識レベルの比較的低い受講者にとっては、研修で習った

ことの定着がより難しいということを反映していた。従って、農場を訪問する中で個別

に助言を受けられるフォローアップや、フェーズ 1 のレビューも含むフェーズ 2 は、大

変有意義なものであり、SEDA からも会場費等やその他研修費用を支払う旨の意思表示

があった。 

 

■フェーズ２ 

フォローアップ 1 の後のフェーズ 2 に関しては、前記の研修フロー案をベースに、農

業資材会社等との議論やフォローアップ研修での気づき等を反映させる形で、より具体

的な研修内容が決定された。 

農業資材会社との議論では、昨今、南ア国においても食の安全性の確保について重視

され、国内消費においても‟Local Gap‟という基準を満たすよう議論が行われてきたこと

が分かった。これは、他国へ輸出の際に設定されている‟Global Gap‟という厳しい基準

よりは緩やかな要件であるものの、この動きを背景に、Massmart や Pick n Pay など

SVI がパートナー提携を考えている 4 大小売会社・流通会社も‟Local Gap‟ 基準を満たす

ことを買取の条件とし、SVI プロジェクトでの生産物もこの基準を満たすことが求めら



 12 

れるということであった。SVI ではこの食料安全性の観点から、農薬・肥料会社等の農

業資材会社とも一部連携し、農産物の安全管理方法を一定以上担保できるよう、研修内

容の充実をはかることで議論をした。 

農薬会社の Bayer は、これまでも独自で農薬に関する研修を農家向けに実施しており、

既に充実した教材や研修員もいることから、連携を目指し数ヶ月間議論が行われた。そ

の結果、Bayer としても SVI に強い興味を示し、SVI の受講農家が栽培している作物ご

との害虫・病虫害や農薬対策について、フェーズ 2 において無償で研修提供をすること

になった。また、肥料会社の Omnia も肥料についての研修を行うことで合意した。一

方で、専門的な研修を、SVI の 3 日間のフェーズ 2 の中で全て含めることは難しい為、

フェーズ 2 においては入門レベルの研修とし、さらに専門的な知識や詳細については、

後日フェーズ 2 の外枠として、パイロットサイトの研修受け入れ窓口機関と直接実施し

てもらうことになった。 

ビジネス研修については、前記フォローアップ研修に記載の通り、会計記帳について

のレビューを含めることとした。また、Technoserve とのこれまでの研修において、マ

ーケット取引・アクセスに関する一般的な研修の重要性があげられたことから、南ア国

での青果市場(Fresh Produce Market)の専門家であり’Market Agents Association‟の

会長(Chairman)である Mike Cordes から、生産物の品質やパッケージ等が与えるマー

ケット価格への影響や関係等ついて研修を実施してもらうことになった。 
 

上記の議論をもとに、フェーズ 2 研修の為の教材を作成し、ボジャナラにおいては、

2014 年 8 月 18－20 日にフェーズ 2 を実施した。受講者からの全体的な評価は非常に良

かったものの、農家が直面している課題として、インプット(肥料・農薬)や人件費に占

めるコスト負担の大きさなど資金繰りが多くあげられたことから、資金確保やローンの

やり繰り、予算に対する考え方や今後 3 ヶ月間のプランニングなどについても、今後の

他サイトにおけるフェーズ 2 で講義を行うこととして、教訓として生かした。 

 

■フォローアップ２ 

 フェーズ 2 後のフォローアップ訪問としては、2014 年 10 月 30 日に実施された。フ

ォローアップ 2 用のチェックリストに基づき、現在の状況の把握とともにフォローアッ

プ１の際で見受けられた状況との比較を行った。概して、フォローアップ１の際よりも

生産とビジネスの両面で向上が見られ、フェーズ 2 研修の効果は大きかったと思われる。

また、農家は研修で使用した教材を引き続き活用しており、実際の記帳内容からも習慣

として記帳等が定着している様子が伺えた。 

 

また、農家として成功していきたいという強い意志が感じられ、農場視察中の SVI 生

産研修指導員に対し、沢山の質問が投げられた。以下に、ホウレンソウについて実際に

あった質問内容の一部を記載する。 
-葉の変色の際の原因(特に黄色になる場合)は何か。 

-これから作付予定の特定の地 1 Ha に対して、肥料の適切な量はどれくらいか。 

-夏の気候(や暑い時期)に最適なホウレンソウの種/苗の種類は何か。 

-夏の気候でホウレンソウを栽培する際の留意点やコツは何か。 
 

その他では、生産物を市場へ運搬する際、乗り物や運搬する手段がないことが未だ課

題であった。地元の行政機関は、運搬用トラック等の交通サービスの提供を責務として

申し出たようだが、実際の支援には至っていないとのことだった。 

 

b) リンポポ州モディモレ 

モディモレでのパイロット研修は、サカタ南ア社が DAFF 地方局とこれまでのサカタ

事業で協力関係を築いていたことから、DAFF 地方局を研修窓口として実施が決定した。

SVI パイロット研修事業を二番目に開始したサイトであり、フェーズ 1 研修、フォロー

アップ 1、フェーズ 2 研修、フォローアップ 2 の全てのフローを完了している。研修受

講者の農家のレベルも比較的高いうえに均一であり、DAFF 地方局のロジスティクス能
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力も比較的高く、最もパイロットプロジェクトが成功したサイトの一つと言える。以下、

研修フロー別にまとめる。 

 
■フェーズ１ 

DAFF 地方局から、過去に Technoserve と Massmart が連携する”Tomato Growing 

Program”のプログラムに参加し今後の持続的な成長が見込まれる小規模農家を紹介して

もらい、合計 16 名を対象に 2014 年 1 月 22 日から 24 日までの 3 日間、研修を実施し

た。 

 

 研修受講者のプロファイルとしては、16 名の受講者のうち、2 名が女性、14 名が男性

であり、60％以上が英語でのコミュニケーション能力に問題ないとの回答であった。一

部の情報が未回答であった為、有効な回答 10 名分をまとめる。 

過去に何らかの生産指導を受けたことがある人は、10 名中 10 名で 100％であったが、

現地でニーズの強い金融トレーニングや作物ごとの詳細なトレーニングを実施している

機関はほぼ存在しない為、SVI の提供する包括的な研修や金融指導の機会を望む声が多

く聞かれた。負担可能な研修料に関しては、大多数の 7 名が 200 ランド以下を負担可能

な金額と提示した。一部、2 名は研修の内容に応じ 1500 ランド以上も負担可能と回答し

たため、平均は、288 ランド であった。調査の中で示された農家が直面している困難性

としては、電力へのアクセス欠如、インプット(肥料・農薬)や人件費に占めるコスト負

担、インフラ設備の不備、資金繰り、農業内のセキュリティー(フェンスの設置や盗難)、

変動する市場価格への対応、などが共通に挙げられた。インフラ面に関しては SVI が直

接資金提供できるものは尐ないが、予測される市場価格に合わせ供給量をコントロール

するノウハウやインプットのコスト試算においては、SVI の研修プログラムに組み込ん

だ。バリューチェーンに関しては、全体的に売り先を一か所に限定せず、複数を利用す

る農家が大多数であった。6 割以上の農家が供給先として提示した、青果市場(Fresh 

produce market)を筆頭に、地元のマーケットやインフォーマルな行商人(hawker)・個

人バイヤーを、穀物の種類や生産量・取引価格により使い分けていた。 

 

■フォローアップ１ 

前記ボジャナラでのフォローアップと同様に、2014 年 5 月 8 日にフォローアップが

実施された。モディモレは、前記の通り、受講者間の知識レベルの差がボジャナラほど

は無かった為、フェーズ１の内容についていけずに実地に活かせなかったという農家は

尐なかった。しかし、ビジネス研修の成果については、ボジャナラでの課題と同様のも

のが残っていた。 

 
■フェーズ２ 

フォローアップ 1 後のフェーズ 2 は、2014 年 9 月 2－4 日に実施された。フェーズ 1

研修についての高い評価が受講者以外の農家にも広まり、受講希望者が増えたことから、

急遽フェーズ 1 の受講者以外の農家もフェーズ 2 に出席した。SVI としては、あくまで

フェーズ 1 とフェーズ 2 は研修の一環として位置付けており、フェーズ 1 の受講者のみ

がフェーズ 2 の受講対象となることを、今一度 DAFF 地方局と確認した。しかし、フェ

ーズ 2 研修に対する評価も引き続き高く、活発な議論も行われ、フェーズ 1 の内容と合

わせて実地に活かされることが期待できた。 

 

■フォローアップ 2 

フェーズ 2 後のフォローアップ訪問としては、2014 年 10 月 21 日に実施された。概

して、訪問した農場の状態は良好であり、研修で教えたノウハウが実際に現場で活用さ

れている様子が確認できた。第一回目のフォローアップと比較しても、作物全体が新

鮮で適切に管理されている様子が見られた。例えば、ホウレンソウは以前よりも大

きな葉をつけ、キュウリも適切な大きさで育成されていた。ある農家は、研修受講後

に収穫量が圧倒的に向上し、自身も「作物の病害をより対処・管理できるようになり、
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栽培に関する技術が向上した。」と実感しているとのことだった。また、別の農家は、取

扱う作物の種類を増やしていたが、「適切なタイミングで、季節に合った適切な作物を作
付することに、より慎重に正確に気を付けるようになり、結果的として大幅なコスト削
減につながった。」と話してくれた。 

 

また、どの農家も非常に積極的で、視察していた研修指導員は、生産指導研修で使用

した研修内容を中心に、より詳細な質問を受けた。視察時に挙げられた質問の一部では、

以下のようなものがあった。 

-ハウス(tunnel)栽培では、キュウリ、トマトの収穫量をどのように増やせるのか。 

-作物の種類を増やす場合には、どの品種の種が一番お勧めか？ 

-冬期に種や苗を無駄にしないようにする為の作付の方法 

 

但し、ビジネス面については困難もあった。フォローアップ時には会計管理や記帳の

証跡を提示してもらうことになっているが、DAFF 地方局からの事前連絡にも関わらず、

関係書類が見当たらない農家もあった。理由としては、研修後も記帳が習慣化できてい

ないか、もしくは記帳をする上で未だ多くの課題を抱えており、それらを明るみにした

くない等が考えられる。これらについては、DAFF 地方局による定期的な農場訪問を通

じて会計管理と記帳につきアドバイスとサポートをし、研修効果の強化を図ることが重

要であると考える。 

 

c) クワズールーナタル州ジョジーニ 

クワズールーナタル州の中でもジョジーニ地区は、既に研修を実施した北部周辺地域

と異なる季節性をもち、灌漑が整備されていることなどから、小売/食品加工会社が近年、

進出・注目している地域でもある。従って、兼ねてから、パイロット事業の実施を検討

してきた。まずは PFSA が過去案件で関わりがあり、農村開発の分野で 25 年の歴史を

もつ LIMA という NGO を通じ、2014 年 1 月 27 日、17 名に対し事前調査を実施した。

調査の結果、紹介された農家団体は自給自足農家に偏っており、SVI が対象とする小規

模農家とは農業経験や知識レベルが異なるため実施を見送った。しかし、ノースウエス

ト 州ボジャナラでパートナーとしてパイロットを実施した Technoserve より、ジョジー

ニの同組織支援農家に対しての研修依頼を受けた。そこで、農家層のプロファイルが

SVI の対象に合致することを確認したうえで、同地域においても、Technoserve を研修

受け入れ窓口としてパイロットを進めることとした。一方、当該サイトにおいては、

Technoserve が、研修費用の一部として研修場所代やケータリング代、受講者の交通費

を負担したものの、研修員の交通費や宿泊費、人件費は補填されなかった。ジョジーニ

は、サカタ南ア社の位置する首都のハウテン州プレトリアより車で 7 時間近くかかる場

所に位置しており、他のサイトよりもオペレーショナルコストが高い。フェーズ 1 後、

本調査期間における予算の見直しを行ったが十分な予算が確保されず、結局フェーズ 1

研修のみの実施となった。しかしながら、受講者及び Technoserve からの評価は非常に

高く、将来的にもポテンシャルの高い地域であるとされた。 

 
■フェーズ１ 

農家グループは、Technoserve と Massmart が連携する “Growing Butternut 

Program”に参加し、今後の持続的成長が見込まれる小規模農家 23 名であった。

Technoserve より、このプログラムにおける Massmart からの買取を考慮し、研修効果

が早く出やすい生産指導をまずは実施して欲しいとの依頼を受けた。従って、2014 年 4

月 8 日から 9 日に、2 日間の生産指導をまずは実施した。 

 

生産指導における効果については、これまで対象農家は、放任受粉によって採種され

る品種改良が進んでいない、いわゆる固定種(Open Pollinated Variety)と呼ばれる種子

を作付していたが、SVI の研修終了後にはサカタ南ア社が販売する F1(エフ・ワン）一

代交配種の種子に切り替えたことが一つ挙げられる。一般的に F1 種子は、サカタ社に
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かかわらず各種苗会社が、地域の農業環境に合わせて多収性や耐候性や耐病性をもつよ

うに育種されている。 

 具体的には、研修実施後、バターナット（カボチャの品種群のひとつ）に関し、サカ

タ品種の Pluto という品種を使用するようになった。これは、OP 品種である Waltham

より害虫に強く、収穫量・品質ともに優れており、サカタ南ア社の南ア国における商業

栽培の主要品種となっている。さらには、収穫量だけでなく、市場で好んで取引される

品種を取り扱うことで、対象農家が新たな供給先を確保することにも繋がった。サカタ

南ア社の品種である Pluto は、南ア国市場において 70%以上という高いシェアをもち、

多くの食品小売会社は消費者に人気の高い OP 種の Waltham よりも Pluto を好む傾向

にある。パイロット研修後、同品種のバターナットを生産することで Massmart からの

評価が変わり、新たに同社へ供給・取引できるようになった。ちなみに OP 種が 1Ha あ

たり約 30ｔの生産量であるのに対し、Pluto 品種は約 65-70ｔの収穫量がある。 

 ただし、高品質の種子購入を考慮する際、種子価格のコスト負担がしばしば懸念事項

として挙げられていた。特に小規模農家に関しては、政府機関や支援先機関などから無

料もしくは低価格でまかなっているケースが非常に多い。しかしながら、高品質ではな

い固定種を使用すると結果的に発生する農業資材のコスト(電気代、水道代、肥料代、殺

虫剤、除草剤など)が高額となり、さらに市場の需要が低く農家の販売価格（売価）は安

価になる。従って、生産価格が売価よりも高くなり、かえって栽培リスクが大きく低収

益となる。それ故、SVI では、トータルのコスト管理や、より高価格で買取してもらう

ことの重要性を説明し、さらに、高収益営農には、単に栽培するための農業ではなく、

生産物の市場性が高くバリューチェーンに乗せ易い高品質で高性能な F1 品種の導入の

重要性を啓蒙した結果、対象農家の中には当該 F1 品種を定価で購入する意思を表す者

も出たほどである。 

 

ビジネス指導については、2014 年 8 月 5－6 日の 2 日間に渡り実施された。 

„Entrepreneurial Mind Set‟, „Budgeting‟, „Record – Keeping and Planning‟につき実施

したが、全体を通じて、非常に積極的な参加姿勢が見られ、特にグループワークにおい

ては積極的に議論へ加わり、各人が自身の農場での経験を共有していた。研修指導にあ

たった SVI ビジネス指導員によると、参加者の 9 割以上がこれまで一度も予算の設定を

行ったことがなく、この研修が人生を変えるような貴重な機会であったとの声を得たと

のことだった。予算の研修では、農家よりボランティアを 2 名募り、彼らの実際の事業

をもとに全体を 2 つのグループに分け演習を実施した。受講者は、現実的な予算設定に

近づくよう一方のグループに活発に意見するなど、興味深い内容となった。起業家研修

(Entrepreneurial Mind Set)についても、研修前後で、農家の価値観が変わる機会を提

供できた。特に、自身の農業を単なる家業から「事業」として独立した形態とみなし、

市場や支援してくれる団体に頼りすぎないように考えはじめたようである。 

先に述べた予算に関してだけでなく、研修内容全体に対して高い満足度を得られた。

且つ、農家にとっては、新たな情報を得られたことが積極的な参加姿勢につながったよ

うだ。また、参加者は研修後得られた知見を直接還元できるような立場にいるため、か

かる効果が期待できると言える。いくつか聞かれた要望としては、研修教材での使用言

語の翻訳(ズールー語)で、研修終了後を見据えた復習時に理解しやすい言語を望むよう

であった。これは貴重な意見としてとらえ、教材の中の要点をまとめた資料の多言語化

を今後進めていく予定である。 

 その他の気づきとして、参加者の大多数は中年以上であり、ジョジーニ地域のズール

ー文化が根付いている為、研修指導員においても彼らの文化を尊重する姿勢が求められ

た。例えば、自己紹介時にファーストネームではなく、姓のみを名乗ってもらい、指導

員も敬意を払って姓で呼ぶような対応が求められた。 

課題や今後への参考事項としては、パートナー団体である Technoserve とのコミュニケ

ーション不足が挙げられた。齟齬が発生したことにより、予定より低い参加率となる結果を

招いた。特に遠隔地での研修実施の際には、意識的にコミュニケーションをとる必要がある

ことを教訓として学んだ。 
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d) ハウテン州ブロンクホーストスプルート 

ハウテン州は 2 つの青果市場(Johannesburg fresh produce market, Pretoria fresh 

produce market)をもち、同地域は比較的市場にアクセスし易い地域といえる。これら 2

つの青果市場の合計取引は南ア国における半数以上を占めている。また、対象地域であ

るブロンクホーストスプルートは、首都プレトリアから東に約 60km 程度の距離にあり、

食品加工会社等の本部も多く存在することから将来的な直接契約の可能性も高いことが

わかった。そこで、当該地域で小規模農家支援を実施している米系環境 NGO の FTFA

を研修受け入れ窓口として、パイロット実施を目指した。最終的に、フェーズ 1 研修と

フォローアップ 1 までは実行できたものの、その後、コミュニティ内において研修受講

者以外の者による受講者への嫉妬からトラブルが起き、フェーズ 2 以降の実施は中止し

た。 

 

■フェーズ１ 

事前調査を 2014 年 6 月 24 日に実施し、7 月 8 日～10 日にフェーズ 1 を実施した。

受講者 13 名は皆一つの COOP に所属しており、内 8 名が COOP の経営層に所属する農

家であり、残りの 5 名は従業員としての農家であった。その他、同地域で小規模農家へ

の指導を担当している FTFA の指導員 1 名も参加した。 

当該 COOP は、農地をブロンクホーストスプルートの行政機関から長期賃貸している。

また、FTFA が実施している農業推進プログラムでの支援先の 1 つで、現在は立ち上げ

時期の為、農業資材やインフラ面（冷蔵施設、冷蔵車等）、電気・水道代や従業員給与な

どの事務コスト及び資本コストをプロジェクトの中でまかなっている。しかし、事前に

本調査チームが対象地域を訪問した結果、COOP を形成する各農家自身の農業基礎知識

の底上げや、経営層以外の従業員レベルでも基礎的な金融知識が必要であろうことが見

受けられ、SVI パイロット研修実施の計画に至った。 

 

研修時には、一貫して参加者からの積極的な姿勢が見うけられ、SVI 研修員からは、

研修による彼らの将来性への貢献を実感したとのフィードバックを得た。また、当該サ

イトは、既に述べた青果市場の存在に加え、コミュニティ内に複数の納品可能性の高い

マーケットをもつことから、サイトとしてのポテンシャルも高いことが再確認された。 

 

■フォローアップ１ 

 フェーズ 1 後のフォローアップ 1 は、2014 年 10 月 22 日に実施された。COOP が運

営する農場を訪問し、10 名に対してインタビューを実施した。うち 2 名がマネージャー

層で、この COOP 全体の経営指南や会計面をみている。このマネージャー層である、マ

ネジメント/シニアスタッフが、すべての会計に関する証跡をはじめ記帳管理をしており、

従業員は自身の関わる範囲での記帳を心がける他、研修での知見を家計の管理や目標設

定に役立てていた。COOP 全体の情報(作物種類、収穫量、販売量、価格等)については、

2 名のマネージャーへの聞き取りにより現状確認ができた。  

  

e）リンポポ州ヌワネディ 

リンポポ州の中でモディモレに続き二つ目の研修実施地となるヌワネディは、州都で

あるポロクワネから約 230ｋｍ、ジンバブエとの国境から約 70km の場所に位置してい

る。これまでのパイロット実施地域でも関係のある大手食品小売会社 Massmart が、同

地域での小規模農家支援プロジェクトにおける生産物買取の質的・量的向上を目指し、

SVI に関心を示したことから、パイロット地として選択した。 

一方、DAFF 地方局と Massamart が、農家の紹介に関し SVI に協力したものの、

DAFF 地方局は保有する研修場がなく、研修費用の負担に関する合意は得られなかった。

結局、民間の研修場を SVI が借りたが、受講者は当該サイト内で広範囲にわたりそれぞ

れ居住している為、100Km 近く離れた距離を移動するタクシーサービスのコストを

SVI で負担することとなり、研修場所代のほか受講者用タクシーサービス代が嵩んだ。

また、フェーズ 2 実施にあたり、受講者及び DAFF 地方局より、自宅と研修場の間の長

距離を 3 日間移動するより宿泊代を SVI が負担して全行程を 2~2.5 日間に短くして欲し
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いとの要請を受けたが、SVI としてフェーズ 1 以上の予算を確保できなかった為、以後

の研修を中止した。しかしながら、当該サイトの対象農家は、全般的に非常に生産レベ

ルもビジネスマインドも高く、ポテンシャルが高いことが伺えた。 

 

■フェーズ１ 

対象農家の多くは、農地を所有者からグループで賃貸している。また、個々の事前調

査やヒアリングからは、一部の生産作物を商業化できている農家がおり、プロファイル

レベルは高かった。しかし、未だバリューチェーンに組み込まれていない農家も多く、

SVI 研修の実施により成長が多いに期待できる地域とされた。事前調査の結果のもと、

22 名の小規模野菜農家を対象に、2014 年 7 月 21 日から 23 日にかけてフェーズ 1 が実

施された。 

 

f) 東ケープ州マササ(シスカイ /トランスカイ地域） 

 東ケープ州は、Massmart や LIMA もこれまで強い興味を示しており、最も貧困層の

多い州でありながら、耕作地として適していることから、政府からの注目度も高く、

SVI としてもサイトの候補としていた。そんな中、2014 年 2 月に JICA がアフリカの女

性起業家を招聘して横浜で開催した「アフリカ・女性起業家支援セミナー」において、

総括田﨑が講演した際、南ア国代表で招聘されていた ECRDA(Eastern Cape Rural 

Development Agency)の理事である Ms. Bongiwe Kali 女史から、SVI プロジェクトの

東ケープ州への招致要請を受けた。ECRDA は、当該地域での小規模黒人農家に対する

資金支援プロジェクトにも関わっていることから、SVI ではそれ以降、ECRDA の経営

陣と前向きな議論を進め、パイロット実施に向けて ECRDA との調整を続けた。最終的

に、フェーズ 1 は実施されたものの、予定されていた ECRDA からの研修費の一部負担

がかなわず、地理的に遠い当該サイトへの研修員の航空機代、宿泊代などオペレーショ

ナルコストも高いことから、フォローアップ 1 以降の研修は中止とした。 

 

■フェーズ１ 

 対象農家に関しては、当該地域が地理的にサカタ南ア社がある首都プレトリアから遠

いこともあり、ECRDA が中心となって選定プロセスを進めた。ECRDA としては、対

象農家グループが画一化するのではなく、二つ以上の地域から選定することによって結

果を比較したいとの希望があった。そこで、最終的に、東ケープ州マササ地域のシスカ

イ(Ciskie) とトランスカイ( Transkei)にて、2014 年 6 月下旪から 7 月上旪にかけて、対

象となり得る小規模野菜農家の事前調査を実施し、それぞれ 10 名の対象農家を決定し

た。その後、2014 年 8 月 25 日から 27 日の 3 日間、フェーズ 1 研修を実施した。 

 

研修内容は、他サイト同様、ビジネス指導については、‟Entrepreneurial Mind Set‟, 

„Budgeting‟, „Record Keeping‟であった。一方、生産指導については、„Basic principles 

on vegetable production‟の後、バターナット、キャベツ、トマト(Open field tomato)、

フダンソウ(Swiss chard、ホウレンソウに似た葉もの)のそれぞれにつき指導したが、受

講者よりスイート・ペッパー、ガーリック、ガーデン・ビート、スイカ、スイートポテ

トについても講義を望む声が聞かれた為、要点を絞り指導した。当該サイトは、受講者

の研修に対する熱意や姿勢の面で、最も良かった一つである。 

 

また、SVI の対象農家に対し、ECRDA のローン・プログラムからローン提供される

よう、バリューチェーン構築の面でも議論を進めた。しかし、予算に入っていなかった

との理由で、本調査期間でのローン提供は見送りとなり、事業化後に再協議する予定で

ある。 

 
７パイロットプログラムの評価 

7.1 パイロット実施に関する評価（開発効果） 
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本調査開始時には、パイロットプログラムによる開発効果を量るため、SVI 事業を通

して解決したい開発課題に関する代表的な指標とその目標値を次のように設定した。 

 -黒人小規模・零細農家 1 件当たりの収穫量が 10％増加する。 

-作物の収穫量が 10％増量する。 

 -黒人小規模・零細農家の作物取引件数・取引額が 10％増加する。 

 

 また、パイロット実施前には、上記の指標に関わる質問に加え、対象農家の基礎情報

（収入や支出）や栽培作物の種類などの質問も含めた事前調査票を作成し、個別に調査

を実施した。また、一連の研修を終えたパイロット実施後にも同項目につき事後調査を

行った。その後、開発効果に関わる様々な項目につき事前と事後の状況の変化を比較・

分析して、パイロットプログラムの開発効果を測定した。以下、パイロット研修受講者

のうち数名につき、サンプルとして結果を纏める。 

 

 下表 7.1 は、リンポポ州ヌワネディ地域とモディモレ地域で一連の SVI 研修を受講

した特定の農家が、作物の種類ごとに、収穫量、取引量（販売量）、単位当たり販売価格、

取引額（販売総額）等につき、研修前後でどのような変化があったかを比較するもので

ある。収穫量、販売量、販売総額とも、飛躍的な増加を見せている農家が多く、後記

7.2 の顧客満足度調査における自身の知識向上に関する評価を反映していると言える。

変化率に見られるように、収穫量の 10％増加、販売量と販売額の 10％増加は、達成し

たものと考えられる。 

なお、ヌワネディのトマト生産では、全体的に収穫量や販売量、販売総額がかなり大

きい農家もあるが、これはヌワネディの農家層のレベルが比較的高く、また、食品加工

会社である Tiger Brands（前記 5.2）のトマト・プロジェクトに所属（農家と合意した

収穫量につき買取契約をし、Tiger Brands が農業資材の提供をする代わりに、販売総額

から農業資材コストを差し引いた額を買取時に農家に支払う。バリューチェーン・ファ

イナンスの一つ）している為、インプット購入費用が不足している小規模農家にとって

は、通常より大規模に作付ができるからである。 

 

   表 7.1 収穫量、取引量（販売量）、取引額（販売総額）の変化 

 
 

 また、下表 7.2 は、作付時期、販売時期、栽培作物、記帳、ファンディング計画な

ど、前記の代表的な指標以外でも結果的に開発効果に結び付くと思われるものにつき、

研修前と研修後で状況を比較したものである。リンポポ州モディモレ、ハウテン州ブロ

ンクホーストスプルート、リンポポ州ヌワネディをサンプルとして纏めた。生産指導の

後、作付時期、販売時期を適切な時期に調整したり、栽培作物を変更したことが伺える。

栽培作物の変更は、研修前には色々な作物を尐しずつ栽培していたが、研修後は、より

換金額の高いバターナットやトマト、また地域の土壌や気候に合った作物に集中するよ

うになったことが事後調査票から伺えた。更に、ビジネス指導を受けた後、記帳やファ

ンディング計画をするようになった農家も増えたように分析される。 
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     表 7.2 作付時期、販売時期、栽培作物、記帳、貯蓄等についての変化 

 

 

 
 

7.2 パイロット実施に関する評価（事業評価） 

a) 顧客満足度調査 

1) ノースウエスト州ボジャナラ  

 受講者の評価 

全ての研修後、直接受講者にアンケート(evaluation form)を記入してもらい、研修内

容についての評価・感想を受けた。知識とスキルに関して、研修前と後では自分がどの

位置にあたるかというセルフ・アセスメントの指標ではあるが、研修への満足度に係る

直接的な質問項目（前記 7.1 を参照）と合わせ、顧客満足度を図る上で重要である。以

下、サイトごとに、各研修内容につきどのような評価が得られたか表に纏める。生産指

導とビジネス指導のいずれの項目においても、研修後には自己の知識レベルが大幅に上

がったと回答されている（１＝レベルが最も低い、６＝レベルが最も高い）。 

 

表 7.3 フェーズ 1 での自己評価       表 7.4 フェーズ 2 での自己評価 
Average answer per topic  Before training  After training  Average answer per topic  Before training  After training  
Butternuts  2.25 4.50 Soil Preparation 3.00 5.40 
Cabbages  2.75 4.75 Fertillization 3.14 5.20 
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Green Beans  2.17 4.67 Irrigation 3.43 5.40 
Tomatoes  3.08 5.08 Crop Protection  3.50 5.18 
Swiss Chard  3.42 5.25 Entrepreneurial Mind Set 2.83 5.29 
Budgeting 1 3.23 5.08 Budgeting 3.13 5.09 
Budgeting2 3.08 4.92 Record-Keeping  3.13 5.36 
Record-Keeping  3.14 5.08 Planning  3.57 5.40 
Planning  3.58 5.42 

 

 パートナー団体の満足度、評価 

 2014 年 12 月の現地調査において、調査団は、パイロット研修のパートナーとなった

団体にインタビューを実施し、実施された SVI 研修に対する評価と、事業化後の連携可

能性及び要望につき、確認した。 

 

ボジャナラについては、まず、パートナーの一つである Technoserve から高い評価を

得た。Technoserve によると、SVI 研修を受講したある小規模農家は、研修後、質の高

い苗を使用することの重要性に気づき、低い品質の苗の購入を停止したとのことである。

これまで、小規模農家自らが、提供される種や苗の質に意見することは尐なく、パート

ナー団体も驚いている様子であった。農家が一生産者および消費者としての自覚を持ち

はじめた、エンパワーメントの一例ともいえる。また、その他の農家も、SVI 研修の前

は、生産する野菜の選択も感覚的なものであったりコミュニティからの知識に頼ってい

たが、SVI 研修後は、その土地のその時々の気候にあった野菜を選択することの重要性

や、科学的根拠に基づいて害虫発生の可能性の尐ない野菜を選択して栽培サイクルを決

定することの重要性に、気が付いたとのことである。一方、土壌に関する講義は、

Technoserve とのプレパイロット研修において外部講師として講師をしてもらっ

た、‟Irrigation expert‟として知名度の高い個人コンサルタント(Chris Barnard)を起用

する等、専門家を雇いその土地に合った細かな研修をしてもらいたいとの要請を受けた。

プレパイロットでは、Chris のインタラクティブな研修方法と知識レベルの高さに、同

組織はもちろん受講者からの評判も大変良かった。 

 

また、ボジャナラでのもう一つのパートナー組織である SEDA へのインタビューでも、

ボジャナラ研修の総括として非常に高い評価を受けた。事業化後は、ノースウエスト州

の他の地域における SEDA の支援農家へも研修を広げて欲しいとの要請を受け、同州で

の SVI 事業につき、SEDA は MOU を締結する意向であるとのことだった。なお、研修

場所代、ケータリング費用、受講者の交通費は、研修費の一部として SEDA が負担する

予定である。 

 

2)リンポポ州モディモレ 

受講者の評価 

表 7.5  フェーズ 1 での自己評価     表 7.6  フェーズ 2 での自己評価 
Average answer per topic Before training After training Average answer per topic  Before training  After training  

Pumpkins and Butternuts  2.63 4.88 Chemicals 2.75 4.62 
Cabbages  2.25 4.50 Irrigation & Soil Analysis 3.31 5.07 
Green Beans  2.44 4.50 Fertalization 3.15 5.00 
Open field tomatoes  2.69 4.81 Budgeting & Record-Keeping  3.38 5.00 
Swiss Chard  3.00 4.80 Marketing 2.62 4.64 
Budgeting  2.88 4.623 Costing & Cash Flow Analysis 3.00 4.40 
Record-Keeping  3.06 4.75 Managing Debt  2.15 4.50 

Planning  3.06 4.81 

Planning for the Next 3 

Months  2.92 5.00 
 

 パートナー団体の満足度、評価 

 2014 年 12 月の現地調査時に、DAFF のモディモレ地方局を訪問し、インタビューを

行った。ボジャナラでの二つのパートナー同様、DAFF 地方局からも、SVI 研修につき

非常に高い評価を得た。ただ、灌漑や肥料に関しては、個々人のケースにより沿った形

で詳細まで踏み込んで研修して欲しいとの強い要望が聞かれた。土壌分析でも、一般論

だけでなく、受講者が自身の農地の土壌サンプルを持ち寄り演習に活かす等、実践に近

い形での研修内容であれば尚更有難いとのことであった。これらの要請を組み入れたモ
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ディモレでの事業化後の SVI 事業につき、DAFF 地方局は MOU を締結したいとのこと

であった。なお、研修場所代、ケータリング費用、受講者の交通費については、研修費

の一部として、DAFF 地方局が負担予定である。 

 

3) クワズールーナタル州ジョジーニ 

受講者の評価 

表 7.7 フェーズ 1 での自己評価 
Average answer per topic Before training After training 

Butternuts 2.13 5.61 

Cabbages 2.09 5.09 

Green Beans 2.35 5.17 

Tomatoes 2.17 5.35 

Swiss Chard 2.30 5.39 

Budgeting 2.28 5.22 

Reord-Keeping 2.89 5.28 

Planning 2.94 5.06 

事前事後の評価を見ると、すべての内容で習熟度が高く推移し、個々の研修内容につ

いても非常に役立ったという回答を得た。さらに、研修教材自体が、研修終了後にも立

ち戻れるツールとして活用できる為に大変満足しているとの声が多く、今後も継続して

活用したいと大多数が回答している。その他、SVI の研修指導員の作物に対する知見の

深さや経験について、非常に満足しているとの声が多く聞かれた。 

 

 パートナー団体の満足度、評価 

 ジョジーニでのパートナーは Technoserve であったことから、前記ボジャナラに関す

るインタビューと共に、ジョジーニでの評価も得た。Technoserve は、一連の SVI ミニ

パイロット、プレパイロット、パイロット研修を通し、SVI 研修事業を非常に高く評価

していた。さらに効果を高めるため、ビデオや DVD、農家向けラジオといったメディ

アを活用した研修の検討や、研修教材の現地語(ズールー語)翻訳、そして土壌分析の詳

細な研修への要望等も聞かれ、SVI 事業の成功と協力に向け非常に前向きであった。従

って、事業化後の両社の連携につき、Technoserve として SVI とパートナー事業を実施

したいサイトを提案してもらい、ジョジーニ、リンポポ州ヌワネディ、東ケープ州との

結論を得た。本調査期間の Technoserve からの研修費負担は、同団体で予算を確保して

いなかった為に全額負担ができなかったが、当該 3 サイトについては来年度（2015 年 3

月～）の予算に含めるとのことで、現在、予算の詳細につき協議を進めている段階であ

る。 

当初想定した SVI 事業モデルとして、研修費用を直接農民やパートナー団体からまか

なうよう計画していたものの、パイロット研修の高い評価を得て、事業化後の研修サー

ビス料を支払うという MOU 締結が進むことは、SVI パイロットの事業評価をする上で

も重要である。また、Technoserve は、既に小規模農家への研修支援を行っているが、

SVI が付加価値を提供できるサービスを提供しているとのことであった。特に作物ごと

の研修指導や初歩的な金融トレーニングに関しては、実施している機関が尐ない上、経

験の豊富な指導員をもつ団体は尐ないことから、高評価を受けた。 

 

4) ハウテン州ブロンクホーストスプルート 

受講者の評価 

表 7.8  フェーズ 1 での自己評価 
Average answer per topic  Before training  After training  

Butternuts  3.31 4.85  

Cabbages  3.77 5.31  

Green Beans  3.33 4.90 

Tomatoes  2.85 4.69 

Swiss Chard  3.42 4.92 

Budgeting  2.92 4.69 

Record-Keeping  3.15  4.92 

Planning  2.92 4.58  

 

 パートナー団体の満足度、評価 
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2014 年 12 月の現地調査時に、当該サイトでパートナーを結んだ FTFA を訪問し、イ

ンタビューを行った。研修に参加した、FTFA の地域指導員から、研修内容と生産・金

融研修を組み合わせたカリキュラムについて好評価を得た。また、受講者のモチベーシ

ョンを上げる為、研修修了者に対する終了証(Certificate)の発行を是非実施して欲しい

との要望もあった。その他、SVI 研修のレベルの高さから、サカタ社の種苗の品質の良

さを再認識し、積極的に同社で取り扱う種や苗のテスト栽培を行いたいとの声も聞かれ

た。概して SVI に対する評価は非常に高く、引き続き是非連携し続けたいとのことで

MOU 締結に積極的であったが、ブロンクホーストスプルートでは新規対象農家がいな

いことから、周辺地域のサイトにつき FTFA から提示を受けることになった。なお、研

修場所代、ケータリング費用、受講者の交通費については、研修費の一部として、

FTFA が負担予定である。 

 

5) リンポポ州ヌワネディ 

受講者の評価 

表 7.9 フェーズ 1 での自己評価(研修後) 
Average answer per topic  After training  

Pumpkin and/or Butternuts 4.86 

Hot Pepper 4.50 

Open Field Tomatoes 4.91 

Swiss Chards (Spinach) 4.52 

Okra 4.77 

Green Beans 4.67 

Entrepreneurial Mindset / Skill 4.67 

Budgeting 4.73 

Record-Keeping 4.71 

Planning 4.59 

研修前の自己評価については新フォームに不備があった為にデータの取得ができず、研

修後の自己評価のみの分析となった。しかし、生産指導とビジネス指導のいずれの項目

においても、平均 4.5～5 点という高い点数であり、研修後の知識レベルは満足度の高い

ものであることがわかる。 

 

 パートナー団体の満足度、評価 

 当該サイトでメイン・パートナーであった Massmart とは、2014 年後半の同企業内

の組織変更により、2014 年 12 月の出張時には日程が合わずにインタビューが出来なか

った。しかし、前記のように、当該サイトでのフェーズ 1 研修および Technoserve が

Massmart と共同して実施しているプロジェクトサイトでの研修後に、SVI 研修後の生

産物の質的・量的変化につき高い評価をもらった。従って、本調査期間中の SVI の活動

実績を整理し、事業化後、新たな買取契約に関して再度議論の場を設ける予定である。 

 

6) 東ケープ州マササ 

受講者の評価 

表 7.10 フェーズ 1 での自己評価 
Average answer per topic  Before training  After training  

Basic Vegetable Principles 3.16 5.10 

Pumpkins and/or Butternuts 3.00 5.00 

Cabbage 3.47 5.30 

Swiss Chards (Spinach) 3.05 5.15 

Open Field Tomatoes 2.11 4.35 

Entrepreneurial Mind Set 2.79 4.80 

Budgeting 2.84 4.95 

Record-Keeping 3.00 4.95 

 

 パートナー団体の満足度、評価 

 当該サイトは距離的に遠いことから、2014 年 12 月の出張時には ECRDA への訪問及

びインタビューは見送った。しかし、フェーズ 1 研修に対し、直接、既に高い評価を得

ている。SVI 農家に対し、ECRDA のローン・プログラムを提供することも前向きに考

えているとのことから、事業化後に再協議を試みる予定である。 

 

b) 研修全般および研修プログラムの改善点の抽出 
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1) SVI 研修員によるフィードバック 

前記、SVI の顧客である受講者とパートナー機関からの評価および満足度調査に加え、

SVI 研修で実際に研修を提供した生産指導員とビジネス指導員からも、各サイトでの研

修終了時に‟Facilitator Evaluation Sheet‟を提出してもらい、研修員からみた SVI 研修

の評価や反省等を共有してもらった。また、2014 年 12 月、SVI パイロット事業の総括

として実施されたチーム会議でも、全てのパイロット研修を終えたうえでのフィードバ

ックをもらった。改善点や参考点に限定し、項目ごとに掲載する。 

ア) ロジスティックス： 

パートナーによっては、研修実施の当日に指導内容の変更を求められるケースが発生

した。また、指導員は研修にかかわる重要な情報が十分に得られないまま、研修に臨ま

なければならない場合もあった。これらの理由は主に、パイロットの段階では、サイト

や対象農家、研修日時の確定などが、時間的余裕をもって決定されることが尐なく、実

施の数日前に突然パートナーから連絡が来ることもあった為である。これについては、

パートナー団体とのコミュニケーション方法を工夫する他、TOR で責任範囲や事前の共

有内容を細かく設定することで、不測の事態や準備不足を防ぐ予定である。 

 

イ) フォローアップ: 

ビジネス指導による知識の定着や効果は、生産指導に比べて可視化が難しい。農家が

記帳の様子を提示できない場合には、把握が特に難しくなるため、証跡の提示が彼らに

とって有益となるよう、研修方法やフォローアップを工夫する必要がある。 

 

ウ)フェーズ 2 トレーニング: 

フェーズ 2 は、より専門的な内容となることから、外部講師を招く研修項目もあるが、

研修内容の確認・合意につき、一層の工夫が必要である。 

„Marketing‟研修：受講者は、専門家である Mike の講義から、マーケティングや梱

包・包装といったパッケージの果たす重要性を理解し満足していたが、研修を見学して

いた DAFF モディモレ地方局職員からは、内容が農家にとって難しすぎるのではとの声

もあった。各サイトのパートナーと共に、農家グル―プのレベルを鑑みてどの程度の内

容とするのか、事前に再確認する必要がある。 

Bayer の農薬研修：農薬の安全な使い方など基礎講座を実施したが、測定方法

(calibration)については言及しなかった。自社のもつ既存の研修モジュールでは、農薬

だけにつき 3 日間の研修期間を設定しているため、詳細情報について研修するのであれ

ばもう尐し長い研修時間を設定するべきである。 

Omnia の肥料研修:どちらかというと、売り込みの色が強かった。肥料の役割や、構

成要素である窒素・カリウム・リンについての説明はせず、SVI が期待していたものと

ズレがあった。正式な TOR を提示し、MOU を締結することで、内容に関して互いの齟

齬がないようにすべきである。 

 

エ) バリューチェーン： 
農家は、苗木の生産者である‟grower‟やマーケットとの連携が重要である。前者は地

域コミュニティで開催する、農業イベントやワークショップ等へ招待することで、後者

は供給先として直接関係構築をはかるだけではなく地方行政からの働きかけも促すこと

で、農家がアクセスしやくすなるよう新たな試みも必要である。東ケープ州では、巨額

な投資のもと青果マーケットを設立したものの、地元生産者はその青果マーケットを利

用せずに別のケープ市場へ作物を搬送している。地域行政が、マーケットに関して農家

に情報提供をしたり、収穫量向上の為の研修機会を地元生産者が得られるようにマーケ

ットと協働して資金提供を行うなど、地元生産者から商品を調達できるよう取り組んで

いく必要がある。COOP の発展も選択肢の一つである。 
 

オ) その他： 
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手近な方法にも関わらず研修効果を上げられるものとして、肥料や農薬などを計量す

るためのスプーンの配布が挙げられた。前記 6.1 の通り、小規模農家にとっては、計量

の概念や計量器具の普及がいまだ限定的であり、研修中に実際にどれくらいの量なのか

を目で確認する必要があった。これまで、ペットボトルの蓋など身近なもので代用して

きたが、研修後に持ち帰り、実際に農場で使用可能なスプーンの配布が役立つと考える。 

その他、サカタ南ア社が通常の業務で配布している、作物ごとに作付・収穫時期、留

意点を一覧表にまとめた栽培フロー図の配布も、受講者にとって大変役立つと考える。

プレトリア青果市場や DAFF ヌワネディ地方局に隣接する大手協同組合では、この栽培

フロー図を掲示し役立てている。 

 

2) 研修内容・モジュールの改良 

前記 a)の受講者とパートナー団体からのパイロット研修における評価内容と、b)-1)の

SVI 研修員による研修の評価をもとに、事業化後の研修内容及びモジュール、フロー等

を改良した。 

 

 パートナー団体からの要請を受け、尐なくともズールー語かツワネ語がローカル言語

であるサイトでは、教材の要約版につき英語から翻訳し、研修時にも通訳を利用する。

また、フェーズ 1 及び 2 を通し、実際の生産に密接に結びつくよう、栽培フロー図や、

肥料等の研修や計量に適した SVI スプーンを、配布する。 

 フェーズ 1 の内容・モジュール改定としては、講義内容は基礎事項に絞り、詳細につ

いては、項目ごとにパートナー団体や農家からの要望をもとに、テーラーメードしてフ

ェーズ 2 で対応する。また、研修方法は、より実践的になるよう心掛け、ロールプレイ

ングやゲームも取り入れる。さらに、教材の研修項目ごとに 1 ページの要約バージョン

を配布し、農場での作業時に携帯しやすい工夫をする。フェーズ 1 の期間は、生産指導

につき最大 2 日間としパイロット時と同様もしくは短期間に変更し、ビジネス指導につ

き 2 日間としてパイロット時より若干長めの研修とする。 

 フェーズ 2 の内容・モジュール改定についても、全体的により実践的にするよう変更

する。生産指導については、研修の中で農場訪問をしたり現場研修も実施する。ビジネ

ス指導については、ケーススタディを取り入れたり、教材の中の例についてもより現実

に近い状況を仮定するよう変更するだけではなく、アクティビティ・ベースとし、実際

の簿記帳を研修に持参してもらい、演習として各自の簿記帳の必要箇所を修正してもら

うなど、農家にとってより直接的に役立つかたちにする。また、受講グループの中での

比較的生産レベルの高い受講者の作物の種類、収穫量、取引額などにつき、受講者全員

で、研修後の変化に関する情報を共有し、全員が成功体験をしてやる気を継続させるこ

とも重要と考える。研修項目については、パートナー団体や農家グループの要請により

決定し、これまで以上にテーラーメード性を強める。各項目につき、研修員からも、パ

ートナー団体や農家からも、フェーズ 2 ではより詳細な情報が欲しいとの要望を受けた

為、それぞれ研修期間を長くしている。例えば、灌漑と土壌については 3 日間、肥料

（実際の個別の土壌分析のもと）については 2 日間、農薬については 3 日間、マーケテ

ィングにつき 2 日間、Local  Gap につき 1 日とする。ビジネス指導については、アント

レプレナーシップ・簿記・予算作成に係るフェーズ 1 の復習につき 3 時間、研修参加者

同士の現況共有や議論につき 1 日、融資商品への理解やファンディング・プランニング

につき 1 日と予定している。これらの生産指導・ビジネス指導の項目の中で、サイトご

とにパートナー団体や農家グループが要請したものにつき、研修提供をする。また、受

講者への調査で、一度の研修の為に参加できる平均日数は 3 日程度であったことから、

農作業に影響を及ぼさないよう、各項目時期をあけて適切な時期に研修する。 

  フォローアップついては、フェーズ 1 の 1 か月後とフェーズ 2 の 1 か月後では遅く、

研修後すぐのフォローアップ訪問の方が、研修内容を活かさせるためには良いとの教訓

を得た為、そのように変更する。また、その 2 回のフォローアップだけでなく継続的な

フォローアップを行って欲しいとの要望を受けた為、サイトにおいて受講者とより密に

連絡が取ることができるパートナー団体から定期的に実施してもらうことで、事業化後



 25 

の協議を進めている。パートナー団体の指導員には、事業化 1 年目に TOT を実施する

が、2 年目からは順次上記 2 つのフォローアップ訪問もパートナー団体に委託予定であ

る。また、これまでの研修内容の重要事項をまとめたビデオも作成し、フォローアップ

研修として受講者に視聴を促す。さらに、定期的に、課題のようなものを与え提出して

もらうことで、研修内容の定着をはかる。 

さらに、通常作物は一年に一度の生産の為、農家が研修内容をすぐには活かしきれず

内容の定着には時間がかかることから、研修 2 年目と 3 年目に復習コースを設ける。つ

まり、SVI 研修を 3 年サイクルと考え、1 年目にフェーズ 1・フォローアップ１・フェ

ーズ 2・フォローアップ 2 を実施し、2 年目と 3 年目に必要に応じ復習コースに参加で

きることとする。これも、研修項目は農家によってテーラーメードされるが、これまで

の重要事項確認とさらに理解を含めるための一歩進んだ内容を含めた、項目ごとのビデ

オを個別に受講してもらう他、議論ベース・エクササイズベースのコースを提供し、実

践的で定着しやすい内容とする。 

 

また、フォローアップとも密接に関わるが、事業化後は、研修内容がより受益者の所

得向上に寄与しうるよう、強化・補修にも心がける。具体的には、携帯電話のショート

メッセージを、作付期や収穫期など事業サイクルに合わせて、SVI から受講者に送信し、

研修内容を活かすことのリマインドを図る。 

 さらに、研修に参加したり習得した内容を実地に活かすためのインセンティブ構築と

して、得点を利用したインセンティブスキームを考えている。研修への参加状況により、

ゴールド会員、シルバー会員など段階に分け、種子を購入する際の割引度合を変える等、

より適切な方法を考えている。これは、パイロットにおいて、フェーズ 1 に参加したも

ののフェーズ 2 に参加しなかったり、フェーズ 1 の中で 2 日目までは参加したが 3 日目

に参加しなかった等、研修受講モチベーションが研修フローの中で下がった者もいたか

らである。これは、農作業がある中それを休みたくないという理由が主であったが、研

修前の事前調査では「農作業があるが、参加希望する」ということを確認しており、研

修フローの中でモチベーションが下がっている者もいることが実際の理由だと考えてい

る。 

  

また、TOT 研修の内容および教材開発であるが、パートナー団体の研修指導員に対す

る TOT については、人数やキャパシティに限界があることから、フェーズ 1 やフェー

ズ 2 研修での指導員になることを目的とするのではなく、あくまでフォローアップと復

習コースでの指導を念頭におくこととした。フェーズ 1 や 2 における研修員の人数拡大

としては、事業化後１年目に、SVI 職員として生産指導及びビジネス指導とも各１名を

新規雇用する予定である（詳細は、9 章の 5 か年計画を参照）。 

 

以下 3 つの図で、内容をまとめる。 

図 7.1 研修内容・モジュールの改良と研修フロー 
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図 7.2 事業化後の新しい試み 

 
 

         図 7.3 TOT 研修用教材の開発  

 
 

8 複数地域展開パイロット及び周辺国展開の戦略  

南ア国での複数地域展開については、前記 6.2 の通り本調査開始時の予定（ハウテン

州ランゼリアにてパイロット研修を数回実施後、本調査後期にノースウエスト州とリン

ポポ州に拡大）を変更し、パートナー構築等が進みパイロット実施の準備が整ったサイ

トから順次研修を開始した。従って、既に前記の通り、ノースウエスト州ボジャナラ、

リンポポ州モディモレ、ハウテン州ブロンクホーストスプルート、リンポポ州ヌワネデ

ィ、東ケープ州マササ、クワズールーナタル州ジョジーニの 5 州 6 地域にまで地域展開

している。 

一方、農業開発が遅れ貧困農村の多いアフリカでは、零細な小規模農家の育成は多くの

国で課題となっており、本調査で南アフリカにおいて培った知見を生かして、サブサハ

ラ地域周辺国での展開が考えられている。サカタ南ア社のアフリカ向け事業は、南アフ

リカを中核とし、ケニアやタンザニア、ナミビアなどサブサハラアフリカ地域各国に展

開している。これをもとに、主に社会・経済的な安定、農業・野菜セクターにおけるマ

クロ情報概要などから、政府による小規模農家支援への理解もありサカタ社のビジネス

展開も進んでいるナミビア、サカタ社にとって重点国であり人材を配置しているケニア、

その管轄となっているタンザニアを優先させつつ更なる詳細情報調査を今後する予定で

ある。 

 

9 事業計画  

9.1 要員計画と事業展開計画 

前記 7 章に記載の通り、FS における開発効果と事業評価の観点からもパイロット事

業は成功したものと考え、サカタ社は事業化を決定した。前記 8.2 におけるパートナー

団体からの研修の評価にあるように、パイロット事業で連携したほとんどの団体から、

事業化後も SVI とパートナーシップを結びたいとの要請を受けた。前記の通りリンポポ

州ブロンクホーストスプルートについては、FTFA が支援する他の適切な農家グループ

がいないことから、周辺地域の中で FTFA との事業サイトを決定する予定である。その

他 5 サイトについては、研修受け入れ窓口機関はパイロット時と異なるサイトもあるも

のの、研修事業を事業化も続ける。具体的には、Technoserve と SEDA との連携のもと

パイロットを実施したノースウエスト州ボジャナラについては、事業化後は同州の他の
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地域にも範囲を広げて SEDA と事業を進める。DAFF 地方局との連携でパイロットを実

施したリンポポ州モディモレは、引き続き DAFF 地方局との連携で SVI 研修事業を行

う。Technoserve と連携してパイロットを実施したクワズールーナタル州ジョジーニに

関しては、同団体との連携を続ける。Massmart と DAFF 地方局との連携で実施された

リンポポ州ヌワネディや、ECRDA が窓口となった東ケープ州は、研修を通して当該 3

組織から高評価を得ていたものの、事業化後の連携について公式に議論する機会がこれ

までもてず、今後協議予定となった。しかし、Technoserve が当該 2 サイトでの連携も

要請していることから、まずは同団体と議論を進めていく。従って、計 5 州 6 サイトで、

事業化 1 年目の SVI 事業を実施予定である。 

 

 なお、以下表 9.1 は、研修内容概要に関する 5 か年の事業計画である。前記 5 州 6 サ

イトでの事業を、事業化 1 年目から 5 年目まで実施し、事業化 4 年目からは周辺国へも

事業を広げる予定である。また、SVI 研修員としては、前記 7.2-b)-2)のように、事業化

1 年目に、生産指導員およびビジネス指導員をそれぞれ 1 名雇用し、事業化 2 年目より

SVI 研修員として活動できるようにする。さらに、その他の要員計画に関しては、以下

の通りで、基本的には本調査の調査団が、引き続き事業化後もチームメンバーとなる。 

 日本側調整役(1 名：サカタ社) 

 現地全体コーディネート(2 名：サカタ南ア社) 

 ビジネス指導コーディネート(2 名：PFSA) 

 生産指導員(1 名：サカタ南ア社) 

 ビジネス指導員（1 名：本調査での現地傭人） 

 

表 9.1  研修に関する 5 か年計画  

 
 

9.2  事業費概算 

前記 9.1 に記載の要員計画及び事業展開計画に沿った、5 か年の想定収支に関しては、

以下の通りである。事業化 1 年目には約 30 万ランドの赤字を想定するが、5 年目には約

4 万ランドの黒字を見込んでいる。 

 

         表 9.2 SVI 事業化に伴う想定収益（5 か年） 

               (単位：ZAR)(参考：1ZAR ≒ 10.31JPY(2015.1 時点) 
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9.3 資金調達計画 

a) Technoserve との連携 

前記 9.1 の通り、Technoserve とは、クワズールーナタル州ジョージ―ニ、リンポポ

州ヌワネディ、東ケープ州の 3 つのサイトにおいて連携する予定で、当該サイトでの

SVI 事業に係る研修費用は、全額 Technoserve が負担するとのことで現在最終調整中で

ある。これら 3 地域は、いずれも地理的な遠さから、パイロット時の研修でも費用が嵩

み、予算が確保できないことを理由にフェーズ 2 を見送った地域である。その意味で、

Technoserve という強力なパートナーを得て、予算が確保できることは、SVI として非

常に望ましいと考える。 

 

b) SEDA 、DAFF モディモレ地方局、FTFA との連携 

同じく前記 9.1 の通り、ノースウエスト州ボジャナラは SEDA と、モディモレは

DAFF 地方局と、ハウテン州では FTFA と連携して、SVI 事業を進める予定である。こ

れらのサイトでは、研修場所代、ケータリング費用、受講者の交通費等が、パイロット

時に引き続き、研修費用の一部として支払われるということで基本合意している。 

研修費が全額賄えないこのようなサイトでは、サカタ社の種子の購入を推奨すること

で、研修に係る事業費をカバーする予定である。 

 

c) 受講者（農家）からの研修費支払いについて 

受講者の研修費支払いに関する調査からは、研修が高く評価された為、研修事後評価

において事前評価よりも高い金額を支払可能費用として答えた農家が多かった。一方、

その意思や額に、農家グループ間で未だばらつきが大きい為、直接研修費を徴収するタ

イミングを事業化後適切に判断する予定である。 

 

d) その他、資金調達に係る初期ビジネスモデルの改良 

 前記 4.3 の通り、本調査開始時は、初期ビジネスモデル案として、パートナー団体や

受講農家等からの研修料徴収、及び政府機関や開発機関からのプロジェクト委託費を、

SVI の収入源として想定した。しかし、前者に関しては、前記 9.3 –a)と b)の通り、全額

の研修料徴収が現段階で見込まれないサイトもあり、後者に関しては、前記 5.2 の通り、

議論は前進しなかった。従って、SVI として、以下の通り他の資金調達方法についても

検討した。 
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 現在の有力な候補としては、Public Benefit Organization(PBO)もしくは

Section18A と呼ばれる非課税組織(免税団体)として SVI の登録を行い、民間企業等の

CSI としての投資先として、SVI を選択してもらうよう働きかける。前記 3.2 の通り、

南ア国では民間企業や行政機関が、BEE 政策のもと、新 BEE コードの高スコアを取得

する必要がある。特に新 BEE コードでは、供給者開発と事業者開発の占めるポイント

が 109 点中 40 点を占め、中でも企業にとって達成の難しい供給者開発については税引

き後純利益の 2％の投資に加え、供給者としての 3 年間の契約に結び付けられたかが条

件である。従って、事業者開発で適用される 1％と比べて、企業としても供給者開発の

ための対策が必要になる。そこで、黒人農家支援を実施している SVI への投資を通じて、

供給者開発及び事業者開発のそれぞれにつきスコアが取得できるようモデルの提案を行

う。 

 

資金調達先候補としては、大きく分けて三種想定している。一つは大手農業協同組合、

二つ目は小売会社・食品加工会社、三つ目は農業関連以外の日系企業である。 

大手農業協同組合とは、SVI 研修のパートナーとなり、同組合に所属している小規模

農家に向け SVI 事業を提供する。比較的収入レベルの低い農家で自給農家からセミコマ

ーシャルへの移行初期にある者たちへの SVI 事業は、事業者開発とみなされる。また、

セミコマーシャル初期にある農家に対し SVI 研修を実施し小売会社・食品加工会社との

3 年間の買取契約に結び付けられた場合には、供給者開発としてみなされる。SVI への

研修費用支払いを通して、それぞれの開発につき税引き後純利益の 1％と 2％の投資が

達成されることを目指す。 

二つ目は小売会社・食品加工会社であるが、これらも SVI 事業のパートナーとなり、

小売会社・食品加工会社が支援する農家に対して SVI 研修を実施する。供給者開発に関

しては、大手農業協同組合の場合と同様に、対象黒人農家との 3 年間の買取契約が必要

となる。ここでも、SVI 研修費用の支払いにより、目標額の投資を達成することを目指

す。 

三つ目の農業関連以外の日系企業については、供給者開発の枠組のみが想定される。

これらの日系企業は農業関連ではないが、例えば社員食堂といった社内の中で消費され

る食品として、SVI の小規模農家が生産した野菜につき 3 年の買取契約を締結し、また、

研修費用も補助することで、供給者開発のスコアを獲得できるような仕組みが考えられ

る。 

以下、表 9.3 で、現在想定している具体的な資金調達先と共に纏める。 

表 9.3 資金調達先候補とモデルに組み込む新 BEE 項目 
 資金調達先候補 供給者開発 

Supplier Development(SD) 

事業者開発 

Enterprise Development(ED) 

大手協同組合 Afgri, AgriSA ○ ○ 

小売・加工会社 Massmart ○ ○ 

南ア国の日系企業(農業関連に関わらず) トヨタ、日立 ○       － 

 

なお、本案に関しては、引き続き BEE コンサルタントや監査法人などの専門家から

適宜アドバイスをもらい、準備を進めていく。SVI チームとしては、資金調達先候補と

して挙げている企業や組織から関心を示してもらえるよう、本スキームを分かり易く説

明した事業プランを作成し、効果的なマーケティング方法を検討する。特に BEE スコ

アとして企業へアプローチする為には、雇用創出やかかる効果を強調する必要もあると

考えている。過去における他社の取組みから得られる教訓も整理し、マーケティングの

中で利用する予定である。 

 

e) サカタ南ア社およびサカタ本社からの投資 

前述 d)の通り、FS 後の本格稼動に当たって、SVI の事業母体であるサカタ南ア社が

税控除できるように SVI を PBO（公益法人）に改組することを検討する。SVI 事業は

ひとりサカタ南ア社の事業とせず、グローバル親会社であるサカタ本社が一定の事業費

の配賦負担を行い、将来のサカタ商品のアフリカの野菜種子の市場開拓のための先行投

資あるいは市場開発費として捉えることにしたい。 

移行(Graduation) 
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10 JICA 事業との連携可能性の検討  

本事業と JICA 事業との連携は、特に近年 JICA でアフリカ諸国において進められて

いる SHEP アプローチ展開との関係で可能性が高いと考えている。JICA SHEP 事業は、

小規模農家の事業化を目指す点、野菜セクターを対象としてマーケットアクセスの構築

に重点を置く等の点で、SVI と類似している部分があり、プロジェクトの進捗により連

携可能性は十分あると思われる。時期については多尐の違いがあるので、先行する本事

業の取り組みを継続的に情報共有し、SHEP の効率的・効果的な展開に役立てると共に、

野菜分野でニーズが合えば本インスティテュートの活用も可能性として検討する。具体

的には、SHEP 事業での政府農業普及員(Extention officer)に対する TOT を SVI が受託

すれば、農業普及員の生産指導のレベルの向上に寄与することができ、ひいては農業普

及員から指導を受ける受益者農家の開発効果にも裨益するものと考える。 

 

11 調査の総括 

以上、南ア国に係る既存方法の収集、トレーニングニーズ調査、パートナー構築、パ

イロット事業の実施と評価、今後の計画について述べてきた。本調査の全体を振り返る

と、調査プロセスについては、パートナー連携協議について当初の予定よりも時間がか

かり（表 11.1 参照）、また、連携が決まった後も実際のパイロット研修の準備や調整に

時間がかかることも多かった（ロジスティクス面等）。また、事業モデルについては、生

産指導及びビジネス指導の育成指導については、これまでの評価にあるように付加価値

のある研修となったと言える。バリューチェーン構築の一つとしてのマーケットアクセ

ス改善に関しては、生産物の販売量や販売額の増加をみる限り SVI が間接的に寄与した

ものと思われるが、直接的に新たな小売・食品加工会社へのリンケージをはかることが

出来た例は尐なく、1 年強の限られたパイロット期間の中で農業における成果を出すこ

との難しさも痛感した。さらに、もう一つのバリューチェーン構築として掲げていた金

融アクセス改善については、金融機関から SVI 農家への直接的な融資提供はかなわなか

ったが、バリューチェーン・ファイナンスを利用したモデルに理解が得られ、事業化後

の議論に繋がっていくものと思われる。 

      表 11.1   パートナーシップ連携協議の振り返り 

a) 政府機関 

プロポーザル作成時の本プロジェクトの成否の前提条件として、①本プロジェクトの参加に真剣な金融機関が存在するこ

と。 ②南ア国政府機関または国際機関が本プロジェクトにおいて事業委託を行なう意思があること。とした。しかし、前

記のように、南ア国 DAFF にパートナー連携に関するプロポーザルを提出したが、公式な回答を得られるには至らなかっ

た。 また、本プロジェクトの対象者であり且つ受益者である小規模野菜農家を対象とした有償研修事業モデルについて

は、DAFF の担当官から消極的なコメントがなされたこともあった。従って、行政機関との連携は、現時点では、当初想定

したような進捗は見られなかった。 

b)NGO/その他 

  南ア国には、行政サービスが手薄なため、緊急性を要する社会課題に対応する国内外の NGO や NPO 組織・機関が多くお

り、草の根的な多彩な事業を展開している。小規模農家向けの支援プログラムを実施している団体もある為、生産とビジネス

をパッケージにした独自の SVI 研修に興味をもつ組織も多く、パートナー協議が最もスムーズに進んだ相手でもある。 

c) 小売・食品加工業界 

 1 年強のパイロット期間の間に、質的・量的な生産物の向上をはかり、それを証跡として小売・食品加工会社に提示するの

は時間的制約から難しかった。しかし、大手小売会社の Massmart とパートナーを結んでパイロットを実施できたことは、

小売・食品加工会社との今後の連携の第一歩である。 

d) 金融機関（民間・政府系）。 

First National Bank, Land Bank 等コンタクトし、本プロジェクトの趣旨を説明したが、小規模農家向けの融資制度下の

融資資金枠の枯渇、未回収金の累積等の事由で、小規模農家向け融資が下火傾向にあるため、いずれも現段階では相手側の

連携意欲が薄く、具体的な連携まで進捗しなかった。 

 

SVI 研修としては、最終的に 5 州 6 地域にて実施し、どの地域、どのパートナー団体

からも前向きな評価をもらうことができた。これは、研修内容の充実度、講師のレベル

の高さを物語るものであり、SVI インスティテュートに対する一定の評価を得たものだ

と考える。パイロットという短い間ではあったが、SVI の基本的なスキームは確立する

ことができたと考えている。従って、今後も、より付加価値のある研修を提供するサー

ビス提供者として、パートナー団体や農家個人から徴収する研修料を安定・増加させな

がら、事業化 5 年以内の収支均衡を目指し、事業の拡大を目指すつもりである。 
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